大隈重信と対華二十一カ条の要求
　　　　3年　阿久井亮佑
1.はじめに
　大隈重信は1898年と、1914～1916年にそれぞれ、内閣総理大臣として政府を動かしていた。2度目の内閣の時、第一次世界大戦が発生する。この大戦での日本の動向を語るとき、よくあげられるのがいわゆる「二十一カ条の要求」である。この要求は、日本が中国の主権を一方的に無視し、帝国主義的な対中国侵略政策をとるようになった第一歩である、という見方をなされることが多い。また、この要求は大隈重信と、外務大臣だった加藤高明の外交上の汚点として語られることもしばしばある。しかし、これらの政策は果して完全に失敗だったのか。また、大隈たちのみが非難を浴びるべきものと言えるのか。本稿では二十一カ条の要求が提出された背景や、大隈自身の考えを基に、少しだが検証していくこととする。
2.二十一カ条の要求提出までの背景
1914年、サラエヴォでのオーストリア皇太子夫妻暗殺事件により幕を開けることになった第一次世界大戦。日本は1902年にイギリスと結んだ日英同盟により、連合国側として参戦する。
日本軍は11月7日、ドイツの東洋艦隊の根拠地だった、中華民国山東省の租借地である青島と膠州湾の要塞を攻略した。第一次世界大戦において中華民国は中立を表明していたのだが、日本の対独宣戦布告に対し、山東半島において交戦区域を設定し自国領内での日独の戦闘を容認していた。しかし日本軍は交戦区域外にまで進出してしまう。これに対し中華民国が抗議し、日本の山東鉄道の管理権要求を拒否し、青島陥落後は交戦区域を全廃止し、ドイツ租借地外の日本軍の撤収を要求した。
　しかし日本はこの要求に応じず、大隈内閣が袁世凱に向けて5号21カ条からなる要求を行った。これがいわゆる「二十一カ条の要求」である。
3.二十一カ条の要求の概要
　この要求は、主に以下の内容で構成されている。
第一号：山東省における旧ドイツ権益の継承に関する要求四カ条。
第二号：旅順・大連の租借期限及び南満州・安奉両鉄道の期限の延長、南満州・東部内蒙古における日本人の居住・営業などの自由に関する要求七カ条。
第三号：漢冶萍公司の日支合弁に関する要求二カ条。
第四号：支那沿岸の港湾や島嶼の他国への不割譲に関する要求一カ条。
第五号：支那全般にわたる希望条項としての七カ条。
このうち、実際に要求として提出したのは第4号までの14カ条で、残りの第5号・7カ条は希望条項であった。しかし、これが世界に公表された際、中国側が「二十一カ条の要求」を突き付けられたとして誇張して喧伝し、アメリカなどから非難が続出することになる。その後何度も交渉が行われるが進まず、日本側は5月7日に最終通告を行い、同9日に袁政権は要求を受け入れた。中国ではこの要求を受け入れたのを屈辱とし、同日を国恥記念日としている。
4.提出の狙い
このような一見すると非常に侵略的ともいわれるこの要求を、なぜ大隈内閣は提出したのか。大隈は交渉開始後の二月二十二日、「日支交渉と帝国の態度」という一文を書き、次のように要求の真意を説明している。
日本は支那に対して決して領土的野心を有する者に非ず。成るべく友誼的に相互の経済的利益を進めて行こうと云う趣旨に他ならぬのである。抑も日支両国の間には、日露戦争以来久しく懸案となって居るものが多い。本来ならもっと早く解決さる可きものが当局の怠慢なりしと、二度の革命に依り、今日まで閑却されて居った為めである。その中、山東省の問題は偶発的のものであるが、是は従来独逸が有して居った利権を、東洋永遠平和の為め、日本に移すと云うに過ぎないのである。斯く観じ来れば今回の要求は支那に対し、決して過大なる要求ではないのである。多分機敏なる支那人は帝国の真意を了解したであろうが、唯無智なる徒輩が徒らに興奮して軽挙妄動するは支那自身の利益の為めにも甚だ惜む可きである。
　ここで言われているように、大隈にとっては、今回の要求は唐突に行われたのではなく、日露戦争以後、両国の間で久しく解決されていなかった懸案事項を、この際一度に解決しようとしたにすぎない、ということなのである。未解決のままだったのにはいくつか理由がある。一つには、日露戦争終結後、ポーツマス条約が結ばれたが、その後中国と満州利権について、北京条約を1905年12月22日に結んでいる。このとき日本では第1次桂内閣の退陣が迫っており、この条約はきわめて急造なもので、わずかに清側の承諾を条件として、ロシア側から譲り受けたものに対して清国の承諾を求めるにすぎないという内容となってしまったのである。その後何度か交渉はあったものの、今回の二十一カ条の要求が出されるまで、結局根本的な解決をなすことができていなかったのである。
　ポーツマス条約で、日本は南満州鉄道と旅順・大連をロシアから引き継いだものの、その期間はロシアが中国から得た租借期限の残余期間に過ぎず、八年後には早くも期間満了になってしまうという状況であった。一方で、これと密接な関係に立つ南満州及び東部内蒙古（現在の中国東北部）における日本の地位については、先のとおり具体的な取り決めがなされていなかった。そのため、中国における日本の立場は、何度も困難に陥っていた。外国資本による新規鉄道の敷設問題や、四国借款、アメリカ資本による造船所建設計画、そして日中合同で経営されている漢冶萍公司から、日本を排除しての中国のみの官営とするなどといった主張すらされていたのである。
　つまり、日露戦争に勝利したというのは本当に名目上のことで、実際には戦争により獲得した権益は、いつ無視されて否定されてもおかしくないほど、非常に拘束力が弱い状態だった。そこで、なんとか拘束力の十分ある取り決めをしておかねばならなかったのである。
　しかし、日露戦争後、満州は列強諸国の注目を浴びるようになり、なかなか交渉を進めるわけにもいかず、これらを解決する適当な時期を待っていた。そこで今回の青島攻略を機に、これまでの諸問題を一気に解決してしまおうと出たわけである。国民としても、苦労して手に入れたものを簡単に手放すわけにもいかないので、強硬手段に出てでも、この状況を何とかしようという気風が高まっていた。また、井上馨や山県有朋ら元老からの要求もあった。そのような状況下で、二十一カ条の要求は提出されたのである。
5.大隈の対華外交方針
大隈の中国に対する外交の根底にあるのは、日華の親善であり、領土保全であり、指導改善であったという。例えば壬午軍乱（1）および甲申政変（2）が発生した際、彼は前年の明治14年の政変で伊藤博文や井上馨らによって追放され、激しい弾圧を受けていたという身でありながら、日清韓三国共同に立脚した平和主義者として、彼らの対韓清外交を支持していた。また自分の設立した東京専門学校（3）の生徒たちが強硬外交を主張する署名を提出したが、大隈はこれを憂いていたという（4）。
日露戦争時に満州からロシアを追い出し、旅順の領有も確実となると、国民の多くは戦勝に驕り、満州の領有は日本の当然の権利であると論ずるものも多かった。大隈はこの国論を憂慮し、日本が強くなったから、隣国を侵略して引奪って仕舞うというのは驚き入った議論だといい、満州を露国から奪ったから、日本はいづこまでも友誼を以てこれを清国に戻す、これは寛仁大度なるわが天皇陛下の清国皇帝陛下に対する恩恵であるというのであった。
大隈はこのように満州の侵略を固く否認したが、しかし同時に清国にも足場を固めて、平和を維持できるような状態になってもらわないと困る、という考えもあった。大隈はいう。
　日本が絶東に於ける平和の保障者となる大責任を持つ以上は、凡ての平和維持のために相当の権利を行うと云うことが即ち其責任から起って来るのである、日本は数万の生命を犠牲にし、数十億万円を費して得た所の土地であるにも拘らず、之れを清国に還付するに躊躇しない、然し之れを還付するに付ては満州は勿論支那全体に十分なる秩序を保って貰わねばならぬ、之を言い易えれば、清国皇帝は善政を行いて支那の秩序を確立し、同時に国の文明を進めて、制度文物を世界の文明と同化せしめ、列国との生存競争場裡に立ちて適者として生存するを得るに至る迄の間は、日本は絶東に於ける平和の保護者たる責任者として清国に対し、後見者たる地位に立つ必要がある、故に清国皇帝は勿論凡て清国の大官地方の総督巡撫に至るまで、日本皇帝及日本国民の友誼あるこの心を十分に体して、清国を文明に導き、善政によりて国を盛んにすることが最も必要である、これを行う上に付ては、日本の力の及ぶ限り、友誼的助力を与えると云うことが、日本の義務である。是が即ち満州を還付するに就て、国民全体の希望である（5）。
これが大隈の言う日華保全論の概要である。大隈は中国を保全するだけでなく、早く中国の国民を覚醒させ、政治を改善させ、平和を作ることを願ったのである。この考えは、二十一カ条の要求を提出した際、各国からその真意について問われたときにも一貫して持っていた。
6.おわりに
　以上のように、対華二十一カ条の要求は、当時の情勢を鑑みれば、必ずしも失敗だったとは言い切れない。むしろ国内の行政府内での争いが絶えず、交渉がおろそかになってしまい、強固な土台を築くことができていなかったために、そのつけを払わされてしまったともいえる。
また、当時の中国は、とても独立を保てるような状態ではなかった。列強による多くの租借地や、革命による新政府の樹立など、非常に不安定な状態が続いていたのである。大隈は、これまで中国がずっと行ってきた「夷を以って夷を制す」（6）という非常に不安定で危険な外交方針をやめさせ、完全に自立させてようとした。中国が十分な秩序を持たなければ、いずれ日本にも危機が及ぶと考えたからである。
そして、大隈だけを一方的に攻めるのはやはり筋違いである。中国は外には非常に狡猾な手口によりこの要求を誇張して喧伝し、各国を惑わせ、内にはまた非常に巧妙な手口で国民の感情を徒に激昂させ、関係を悪化させるに至らしめた。最後通牒を突きつけたのも、中国側の面をたてるために向こうから打診してきたことを考えると、袁世凱政府側にもこの件が大きくなってしまった原因はあると言わざるを得ない。それらの点から、大隈のみが非難されるのは間違っているのではないかと、筆者は考えるのである。
註
(1)1882年、朝鮮の保守派が漢城で起こしたクーデター。興宣大院君らの煽動を受けて、朝鮮の漢城（後のソウル）で大規模な兵士の反乱が起こり、政権を担当していた閔妃一族の政府高官や、日本人軍事顧問、日本公使館員らが殺害され、日本公使館が襲撃を受けた。
(2)1884年、朝鮮の開化派が漢城で起こしたクーデター。壬午軍乱によって親日政策から清への事大政策へと転換した閔妃一族から、金玉均・朴泳孝・徐載弼らの開化派が政権を奪取しようとするも、失敗に終わる。壬午軍乱とあわせて、のちの日清戦争につながる事件といえる。
(3)現・早稲田大学
(4)『歴代総理大臣伝記叢書第5巻　大隈重信』
(5)『大隈伯演説集』
(6)後漢書からの言葉。他国同士を戦わせて自国の利益を得ること。敵を利用して他の敵を制すること。四字熟語として「以夷制夷」ともいう。
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